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原子力発電部会セッション 

｢次期軽水炉の技術要件検討｣WG 報告 
 ― より安全・合理的な設計を目指して ― 

Working Group Report on "Technical Requirements for the Next Light Water Reactors in Japan" 
  - Toward Safer and Optimized Design - 

（3）次期軽水炉における深層防護の実装と技術要件について 

(3) Implementation of Defense in Depth and Technical Requirements for the Next Light Water Reactors 
＊山本 章夫 1，山口 彰 2，大神 隆裕 3，有田 誠二 4 

1名古屋大学，2東京大学，3関西電力，4三菱重工 
1. はじめに 

講演(1)、(2)で報告された次期軽水炉の設計方針が適正化されていることを深層防護の実装の観点から評

価・検討した。また、それらの設計方針を実現するための技術要件を取りまとめた。 
 
2. 深層防護を議論するための前提条件 
深層防護とは、不確かさへの備えとして、多種の防護策を組み合わせることで、全体としてできるだけ防

護の信頼性を向上させるものであり、実装にあたっては、以下の方針[1][2]を用いることとする。 
① 原子力安全の目的を達成するために貢献できる複数の防護の目的（防護レベル、護るべきもの）を設

定する。 
② 防護レベルの目的を達成するため、各防護レベルを突破されないための防止策と、防護レベルを突破

された時の緩和策を設定する。 
③ 異なった防護レベル間の防止策・緩和策は、「広義の独立性」を有するように設定する。 
防護策の考え方について、「防護策全体の性能を高めるためには、各レベルが適切な厚みを持ち、各レベル

の防護策がバランス良く 講じられ、あるレベルの防護策に負担が集中しないことが重要である」とされてい

る[2]。 
また、新設炉に対する深層防護の考え方は様々な機関から提唱されているものの、本 WG においては、表

1 の通り、一例として IAEA が提唱する深層防護(アプローチ 2)[3]に基づき、次期軽水炉における深層防護の

実装について検討した。 
 

表 1 IAEA の提唱する深層防護（アプローチ２） 

深層防護レベル 深層防護の目的 

レベル 1 異常運転および故障発生防止 

レベル 2 異常状態の制御、故障の検知 

レベル 3 DBA の制御 

レベル 4a 炉心溶融を回避するための DEC (Design Extension Condition)の制御 

レベル 4b SA の影響を緩和するための DEC の制御 

レベル 5 重大な放射性物質の放出による放射線影響の緩和 

 

 

 

*Akio Yamamoto1, Akira Yamaguchi2, Takahiro Oogami3, Seiji Arita4, 
1Nagoya Univ., 2Univ. of Tokyo, 3KEPCO, 4MHI 



2J_PL03 
2020年春の年会 

2020年日本原子力学会           -2J_PL03- 

3. 深層防護の実装における留意事項 
2 章で述べた深層防護の実装の考え方を基に、具体的に次期軽水炉の設計へ展開する上で考慮すべき留意

事項を「冗長性(多重性、多様性、独立性)」「層間の独立性」「外部ハザードへの耐性」「不確かさへの備え」

の技術要件の観点で表 2 にまとめた。 

 

表 2 次期軽水炉の深層防護の実装における留意事項 

技術要件 次期軽水炉の深層防護の実装における留意事項 

冗長性 
 防護レベルに関係なく、同一の機能を持つ複数の設備が、同時に機能を喪失しな

い設計とする 

層間の独立性 
 有効な層間の独立性を各深層防護レベル間に確保 
 あるレベルの防護策に負担が集中しないよう、各レベルの防護策をバランス良

く講じる 

外部ハザードへの
耐性 

 設計段階から計画することにより、想定する外部ハザードに対して十分な耐性
を確保（津波に対し、敷地嵩上げによるドライサイト化など） 

 外部ハザードの想定に対する不確かさへの対処として以下の設計を実施するこ
とで、既設炉に比べて信頼性の向上が可能 

• 設計基準事故対処設備を含めて多様性を確保 
• 可搬型設備等の整備(設備面/運用面を含む対応) 

不確かさへの備え 

 外部ハザードだけでなく、事故シナリオの不確かさへの備えとして可搬型設備
等(設備面/運用面を含む対応)を事象緩和に活用 

 可搬型設備の共用化による運用性向上を図る 
 物理現象の不確かさに対しても対処する 

 
4. 深層防護の適切な実装 

2 章で述べた IAEA の深層防護レベルを基に、3 章で示した深層防護の実装における留意事項を考慮した次

期軽水炉の設計方針を表 3 に整理する。これは次期軽水炉では設計段階から内的事象/外的事象/APC その他

テロへの対応を各層に対し全て強化する方針であり、さらには設計上考慮するシナリオの不確かさへの備え

も強化することにより、プラント全体としての信頼性を向上させることが可能となる。 
表 3 次期軽水炉の設計方針(既設炉から強化方針) 

 
※ PE(Practically Eliminate)については、 IAEA の原子力発電所の原子炉格納系の設計(NS-G-1.10)、同安全設計要求(SSR-2/1)によれば、

早期或いは大規模放射性物質の放出に繋がるシーケンスを PE とすべきであり、それは“ある状態が発現する可能性は、物理的に
発生し得ない、あるいは、高い信頼水準で極めて発生しがたいと判断される場合、「実質上除外される」と考えられる” と定義
されている[4][5]。本 WG での PE はこれに従った解釈とする。 
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また、2 章で示した通り、防護策全体の性能を高めるためには、各レベルが適切な厚みを持ち、各レベルの

防護策がバランス良く講じられ、あるレベルの防護策に負担が集中しないことが重要である。この観点で既

設炉（新規制基準制定後）と次期軽水炉の防護性能のイメージを図 1、2 に示す。既設炉では CV 破損防止策

を特に強化されているが、次期軽水炉では各深層防護レベルをバランスよく設計しており、プラント全体の

信頼性が向上している。 

 

図 1 既設炉(新規制基準制定後)の防護性能のイメージ 
 

 

図 2 次期軽水炉の防護性能のイメージ 
 
以上、次期軽水炉では設計段階から適切な安全対策を講じることで深層防護全体としての実効性を合理的

に向上させることができる。より安全でより合理的な次期軽水炉の設計方針は以下の通りとなる。 
 
 早期もしくは大規模な放射性物質放出に至る状態を実質的に排除(PE)できるように設計 

PE となる事故シナリオや物理現象の不確かさに対しても備えを講ずる 
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 設計段階から外部ハザードを考慮することで、各レベルの耐性を向上 
 建屋頑健化、または区画分離の徹底を図ることで、トレン間及び設計基準対象設備と SA 設備間

の独立性を強化 
 恒設設備を主体とすることで、管理運用性を向上 
 物理現象の不確かさ等にも配慮した溶融炉心冷却対策 
 事故シナリオの不確かさへの備えとして、可搬型設備等により柔軟性を確保 

 バランス良い防護策 
 CV 破損防止機能に集中していた防護策の最適化 
 SA 設備の恒設／可搬型の組合せを最適化することで、作業員負担を軽減し、人的過誤のリスク等

を低減 
 

5. 次期軽水炉の設計方針を実現するための技術要件 
4 章で述べたより安全でより合理的な次期軽水炉の設計方針を実現するための技術要件を表 4 の通り整理

した。 
表 4 次期軽水炉の安全確保のための技術要件 

 新規制基準で新設／

強化された規制要求 
安全確保のための技術要件 

① 耐震・耐津波性能 設定した地震動に対する耐震性や津波高さに対する対策を設計段階から織り込
むこと（建屋壁の増厚や敷地ドライサイト化など) 

② 電源の信頼性 
設計段階から位置的分散配置等の系統構成・配置の工夫などを取込むことで恒設
設備を基本とした対応を主とし、かつ柔軟性が高い可搬型設備等を適切に組み合
わせること 

③ 火災に対する考慮 内部火災対策を設計段階から織り込むこと（区画分離の徹底など） 

④ 自然現象に対する考
慮 

設定した火山、竜巻、森林火災に対する対策を設計段階から織り込むこと（堅牢
な建屋構造、防火帯の確保など） 

⑤ 内部溢水に対する考
慮 

内部溢水対策を設計段階から織り込むこと（高エネルギー配管のルーティングエ
リア限定、配管等の耐震性強化、区画分離など） 

⑥ その他の設備の性能 想定される対策を設計段階から織り込むこと（瓦礫撤去用重機の配備、緊急時対
策所の耐震性強化、通信／計測系の信頼性・耐久性の向上 等） 

⑦ 

炉心損傷防止対策
（使用済燃料プール
内燃料損傷防止対
策） 

設計段階から位置的分散配置等の系統構成・配置の工夫などを取込むことで恒設
設備を基本とした対応を主とし、かつ柔軟性が高い可搬型設備等を適切に組み合
わせること 

⑧ 格納容器破損防止対
策 

設計段階から系統構成・配置の工夫などを取込むことで恒設設備を基本とした対
応を主とし、かつ柔軟性が高い可搬型設備等を適切に組み合わせること 
また、溶融炉心冷却対策としては、極めて低い確率の現象に対しても、影響の大
きな現象の発生防止と発生した場合の影響低減の観点から炉心溶融時の CV 破
損を防止できる設計とすること 

⑨ 放射性物質の拡散抑
制対策 

放射性物質の拡散抑制対策については、想定を大きく超える事象への対応となる
ためフレキシビリティの観点から可搬型設備（放水砲、シルトフェンス等）での
対応を基本とすること。また、可搬型設備の仕様共通化等により運用性の向上を
図ること 

⑩ 意図的な航空機衝突
への対応 

故意による大型航空機衝突を想定し、建屋頑健化または区画分離の徹底により、
燃料損傷あるいは CV 破損を防止すること 
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6. おわりに 
本 WG では、次期軽水炉の設計方針を実現させるための技術要件をまとめた。 
 福島第一発電所事故の教訓を踏まえ、次期軽水炉においてより安全でより合理的な安全対策が可能と

なり得る項目として 3 つの論点を抽出し、深層防護と整合する設計方針を議論。 
 恒設/可搬型 SA 設備 ：恒設が主体、不確かさ・柔軟性の観点から可搬型設備等を装備 
 APC その他テロ対策(特重施設) ：SA 設備(CV 破損防止)と特重施設を統合 
 溶融炉心冷却対策 ：不確かさが大きい事象に対しても対応 

 上記の論点を取り入れ、次期軽水炉に対する技術要件を整理。 
 本 WG での議論をより具体化するために、今後以下のような検討が望まれる。 
 次期軽水炉の安全の考え方を踏まえた新設向けの規制要求 
 防護レベルの性能目標に係る検討 
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